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1. 研究背景と目的 

 現在の日本における水道普及率は 97%を超え，日

常生活や社会経済活動に不可欠なライフラインであ

る．地震などの自然災害発生時においても，基幹的

な水道施設の安全性確保や重要施設等への給水の確

保，被災した場合でも速やかな復旧ができる体制の

確保などが求められる．しかし，2018 年度末時点の

水道事業における耐震化率は，基幹的管路 40.3%，

浄水施設 30.6%，配水池 56.9%と依然低い状況 1)であ

り，地震に対する備えが十分であるとはいえない． 

 近年発生した地震である 2016 年熊本地震や 2018

年北海道胆振東部地震においても，上水道管路の継

手部引き抜けや管体破損等が発生し，断水被害が生

じた．しかし，熊本地震における熊本市や，北海道

胆振東部地震において管路被害が生じた 8水道事業

体の平均管路被害率は，過去の地震と比較して小さ

い傾向にある 2),3)．これらは耐震性の低い老朽管路の

更新や耐震化が進められたためであり，耐震化によ

って管路被害が抑制されることが確認された． 

 ライフライン施設の地震時脆弱性を定量的に評価

する指標として，能島は埋設管路施設について「脆

弱性指数 Vpd」を提案した 4)．また，加藤らは 1995年

兵庫県南部地震の被災事例に基づいて，計測震度を

説明変数とした供給系ライフラインの機能的被害・

復旧過程を推定する評価モデルを構築した 5)．本研

究では，上記の脆弱性指数 Vpd および復旧評価モデ

ルを用いて上水道管路網の地震時脆弱性と地震後の

復旧過程を評価し，今後のライフライン網の耐震化

推進に寄与することを目的とする． 

 

2. 評価対象と脆弱性指数の算定式 

 本研究は 2013，2016，2017年度の水道統計 6)に記

載された上水道事業体を対象とした．各水道事業体

の導・送・配水管の管路延長データを用いた． 

 統計的な地震被害予測手法では，被害量を「施設

量」，「脆弱性」，「ハザード」の 3要素により予測す

る．鈴木ら 7)はこれらのうち「脆弱性」の要素に注

目して「脆弱性指数 V」という指標を提案した（英

文略称 V-factor）．これは式(1)に示されるように，管

径係数と管種係数との積を，対応する管径・管種別

の布設延長距離で重み付けして平均して求められる

もので，値が大きいほど脆弱性が高く，被害を受け

やすいことを示す． 

𝑉 =
∑ ∑ 𝐶𝑑𝑖𝐶𝑝𝑗𝐿𝑖𝑗𝑗𝑖

∑ ∑ 𝐿𝑖𝑗𝑗𝑖
 

ここで，𝐶𝑑𝑖：管径区分𝑖の補正係数，𝐶𝑝𝑗：管種区分

𝑗の補正係数，𝐿𝑖𝑗：管種・管径別の布設延長距離であ

る． 

 脆弱性指数を式(1)の定義通りに求めるには，管

径・管種別の布設延長距離のクロス集計表が必要で

ある．しかし，多数の上水道事業体のクロス集計表

を収集することは一般的に困難である．そこで，管

径別および管種別の集計データに基づいて式(2)の

ように簡易評価する脆弱性指数 Vpd で代用すること

が提案されており 4)，本研究ではこれを用いる． 

𝑉𝑝𝑑 = 𝑉𝑑 ∙ 𝑉𝑝 

=
∑ (𝐶𝑑𝑖 ∑ 𝐿𝑖𝑗𝑗 )𝑖

∑ ∑ 𝐿𝑖𝑗𝑗𝑖
∙
∑ (𝐶𝑝𝑗 ∑ 𝐿𝑖𝑗𝑖 )𝑗

∑ ∑ 𝐿𝑖𝑗𝑗𝑖
 

ここで，𝑉𝑑：管径別脆弱性指数，𝑉𝑝：管種別脆弱性

指数，∑ 𝐿𝑖𝑗𝑗 ：管径別布設延長距離，∑ 𝐿𝑖𝑗𝑖 ：管種別布

設延長距離である． 

 

3. 熊本県の水道管路網の脆弱性評価 

 2016 年度における，熊本県内の上水道事業体の

Vpd値の分布を図-1に示す． 

 熊本県内の上水道区域は熊本市を中心として沿岸

部に集中している．Vpd値の分布は，最小値が熊本市

0.537，最大値があさぎり町 1.716である． 

 

(1) 

(2) 

図-1 2016年度の熊本県内 Vpd値分布 
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4. 熊本地震後の復旧過程の評価 

 熊本地震において，特に復旧に時間を要した水道

事業体について，復旧曲線を用いて復旧過程の評価

を行った．復旧曲線は，横軸に地震発生後の経過時

間（経過日数），縦軸に供給率をとり，地震後のライ

フライン供給率の時間的推移を示す．供給率は，事

業体がライフラインを供給する全世帯のうち，その

時点で供給可能である世帯の割合を指し，100%にな

ると復旧完了となる． 

 図-2 に熊本地震発生後の断水状況の報告 8),9)をも

とに作成した復旧曲線を示す．凡例の括弧内は（Vpd

値，計測震度）の順に記載した．計測震度の差があ

るため一概には比較できないものの Vpd 値が比較的

小さい熊本市や大津町・菊陽町は地震発生後約 6日

と，他事業体よりも非常に早期に復旧している． 

 次に，実測値と推定値を比較することで，各水道

事業体の地震後の復旧過程を評価した．図-3に益城

町の復旧曲線を示す．実測値は図-2 と同様である．

推定値は，加藤らが構築した供給系ライフラインの

機能的被害・復旧過程評価モデル 5)に，熊本地震本

震発生時の Vpd値，計測震度を適用し作成した． 

 推定値と実測値それぞれの供給率の時間的推移に

着目する．推定値では復旧完了までに約 100日を要

するとされる一方，実測値では約 40 日で復旧が完

了している．このように推定値より実測値の方が短

い復旧所要日数となる結果が熊本地震に関しては評

価した 6事業体のうち 5事業体において得られた．

理由としては，過去の震災経験から各種耐震化の施

策が進められたり，水道事業体間の相互応援体制が

拡充されたりしたことで，早期の応急復旧が可能に

なったことが挙げられる． 

 

5. まとめ 

 本研究では脆弱性指数 Vpd を用いて地震被災地の

脆弱性指数を求めたのちに，既往研究において構築

された供給系ライフラインの地震時機能的被害・復

旧評価モデル 5)を使用し地震後の復旧過程の評価を

行った．地震後の復旧過程に関して，Vpd値で評価さ

れる地震時脆弱性と，復旧所要日数には概ね関係性

があることが確認できた．また，評価モデルによる

推定値は実測値よりも復旧所要日数が長期化する傾

向にあった．近年は各種耐震化の施策が進められた

ことにより，評価モデルが基づいている兵庫県南部

地震の被災事例と比べ管路全体の被害が抑制され，

短期間で復旧する事例が確認された．今後の展望と

しては，他の地震や事業体に対して同様の評価を行

い，平常時の耐震化事業がより効果的になるよう寄

与することを目指す． 
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図-2 熊本地震における復旧曲線 
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図-3 益城町の復旧曲線の比較 
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